
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊  予  市 

平成２６年度事務事業における 

行政評価結果  報告書 



平成２６年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

1 職員研修事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

2 職員福利厚生事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

3 総務管理一般事務 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

4 文書取扱事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

5 法規管理事業 総務企画課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

6 広報区長会事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙1頁の

とおり

現状のまま継続

7 広報紙発行事業 総務企画課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙2頁の

とおり

現状のまま継続

8 自衛官募集事務 総務企画課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

9 行政相談業務事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

10 企画調整事業 総務企画課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

11 交流促進事業 総務企画課 Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

12 参画協働推進事業 総務企画課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

13 女性政策事業 総務企画課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

14 電子計算処理運営事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙3頁の

とおり

現状のまま継続

15 情報化推進事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

16 地域振興計画事業 総務企画課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

17 住民自治推進事業 総務企画課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙4頁の

とおり

見直しのうえ継続

18 集会所改修等事業 総務企画課 Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

19 地域振興事業 総務企画課 Ｃ Ｄ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

20 国民体育大会事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

21 国民体育大会施設整備事業 総務企画課 Ｂ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙5頁の

とおり

事業の休止・廃止を検討

22 集会所整備事業 総務企画課 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

23 交通安全施設整備事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

24 交通指導員設置事業 危機管理課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

25 伊予交通安全協会交通指導員設置事業 危機管理課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

26 交通安全推進事業 危機管理課 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

27 ●【評価対象外】交通災害共済事業 危機管理課 － － － － － － 評価なし

28 防災会議事業 危機管理課 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

自己評価

番号 事務事業名称 担当課

一次評価

二次評価 外部評価 最終判断
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平成２６年度事務事業

1 職員研修事業

2 職員福利厚生事業

3 総務管理一般事務

4 文書取扱事業

5 法規管理事業

6 広報区長会事業

7 広報紙発行事業

8 自衛官募集事務

9 行政相談業務事業

10 企画調整事業

11 交流促進事業

12 参画協働推進事業

13 女性政策事業

14 電子計算処理運営事業

15 情報化推進事業

16 地域振興計画事業

17 住民自治推進事業

18 集会所改修等事業

19 地域振興事業

20 国民体育大会事業

21 国民体育大会施設整備事業

22 集会所整備事業

23 交通安全施設整備事業

24 交通指導員設置事業

25 伊予交通安全協会交通指導員設置事業

26 交通安全推進事業

27 ●【評価対象外】交通災害共済事業

28 防災会議事業

番号 事務事業名称

行政評価実施事業一覧表

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

 現在の市職員の課題を的確に把握し、それを

解決して行くための研修をタイムリーに実施す

ることができた。今後は、民間の事業所での研

修を計画し、市民満足度を高められる職員の育

成を目指して更なる事業推進を求める。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

 近年ストレスに起因する精神疾患のため、療

養休暇を取得する職員が増加しており、そうし

た職員を対象に個別のカウンセリングを実施し

たことを評価し、更なる心のケアへの取組みを

求める。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

 容易に文書検索ができ、事務処理の進捗状況

も課員の誰もが確認できる文書管理システムに

着手できたことを良とし、今後庁内全部署での

取組みを推進することを求める。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

 ＩＣＴを活用した情報発信や情報収集が主体

となっている現在、市の広報紙が担う役割とは

何であるか、どういった情報が必要とされるの

か検討してみる必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 ２７年度から松山圏域での新たな連携事業の

検討が始まる。さまざまな分野で松山市との連

携について協議を進めることとなるため、所管

課との調整を図ること。

参加者負担のあり方や生徒の選抜方法も見直す

こと。今後の方向性を探求すること。

 担当責任者と一次評価者の課題認識に記述さ

れているように、今後のセーラム市との交流事

業について、市としての展望を示す必要があ

る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 早期に市の参画協働推進にかかる指針を策定

し、さまざな分野で住民の参画協働による取組

を進める必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 今後地方創生戦略として取組む、子育て支援

や子ども子育て計画と関連付けながら、新たな

男女協働参画基本計画、アクションプランの策

定に着手すること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 情報セキュリテイを強化するため、危機管理

マニュアルを策定すること。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

本事業については、地域振興計画事業としなが

ら支出は、負担金のみであり、評価の対象とな

らない。２７年度からは評価の対象から除外

し、地方創生戦略の中で取組む地域振興事業を

評価の対象とすること。

地域おこし協力隊が定住、自立できるよう十分

考慮して募集すること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 今後策定する地方創生戦略において、地域の

活性化を図る事業を、住民主体で推進してもら

うための補助制度を検討する過程で、本補助事

業の必要性を精査すること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 道路交通法の改正により、自転車での違反に

対する罰則が強化され、ヘルメットの着用も義

務化の方向に動いている。今後は、特に自転車

の交通安全指導を強化する必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

小中高校生には身近な自転車の交通安全対策を

強化するとともに、高齢者には免許証の自主返

納を促す政策を推進する必要がある。

二次評価のコメント（参考）最終判断コメント
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平成２６年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

自己評価

番号 事務事業名称 担当課

一次評価

二次評価 外部評価 最終判断

29 防災行政無線等管理事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

30 国民保護協議会事業 危機管理課 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

31 防犯対策事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

32 安全安心まちづくり支援事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

33 消防団人件費支給事務 危機管理課 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙6頁の

とおり

現状のまま継続

34 消防団員手当支給事務 危機管理課 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

35 消防団設備事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

36 消防関係団体育成事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

37 消防団運営事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

38 消防団施設事業 危機管理課 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

39 防火水槽事業 危機管理課 Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

40 出動手当支給事務 危機管理課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

41 水防業務推進事業 危機管理課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

42 防災訓練事業 危機管理課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

43 自主防災組織等育成事業 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

44 備蓄物資等整備事業 危機管理課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

45 防災対策事業 危機管理課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

46 予算編成事務 財務課 Ｂ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

47 起債管理事務 財務課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

48 財政管理一般事務 財務課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

49 普通財産管理事務 財務課 Ｂ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙7頁の

とおり

見直しのうえ継続

50 物品管理事務 財務課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

51 公用車管理事務 財務課 Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

52 伊予地域事務所管理事業 財務課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

53 ふるさと納税事業 財務課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙8頁の

とおり

さらに重点化

54 本庁舎建設事業 庁舎建設課 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

55 老人福祉施設建設事業 庁舎建設課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙9頁の

とおり

事業の休止・廃止を検討
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平成２６年度事務事業

番号 事務事業名称

29 防災行政無線等管理事業

30 国民保護協議会事業

31 防犯対策事業

32 安全安心まちづくり支援事業

33 消防団人件費支給事務

34 消防団員手当支給事務

35 消防団設備事業

36 消防関係団体育成事業

37 消防団運営事業

38 消防団施設事業

39 防火水槽事業

40 出動手当支給事務

41 水防業務推進事業

42 防災訓練事業

43 自主防災組織等育成事業

44 備蓄物資等整備事業

45 防災対策事業

46 予算編成事務

47 起債管理事務

48 財政管理一般事務

49 普通財産管理事務

50 物品管理事務

51 公用車管理事務

52 伊予地域事務所管理事業

53 ふるさと納税事業

54 本庁舎建設事業

55 老人福祉施設建設事業

行政評価実施事業一覧表

二次評価のコメント（参考）最終判断コメント

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 多額の税金を投じて整備した防災行政無線に

ついては、市民への情報伝達手段として活用し

て行く必要があるが、その他の情報伝達方法に

ついても市民に提示し、理解を求めていかなけ

ればならない。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 地域からの防犯灯等の設置要望が増加してい

る。地域の要望を的確に把握し、計画的に整備

すること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 今年度市全体の公共施設整備計画を策定する

ことになっており、消防団詰所についてもすで

に策定している整備計画との整合性を図りなが

ら、改めて計画を立てる必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

消防団員手当支給事務と消防団員人件費支給事

務を分けて評価する必要があるのか。予算の組

み方も含めて検討すること。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

 現在自主防災組織が主体となる防災訓練を実

施している。住民が企画・運営することによ

り、訓練が実効性のあるものになってくると思

われる。その反面、高齢化が進む地区では単独

での訓練の実施が困難な場合も出てくるため、

適切な指導・支援を行う必要がある。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

 災害発生時におけて自主防災組織が果たす役

割は、非常に重要である。今後も防災士の育

成、情報提供、避難訓練の実施など多方面で支

援を実施し、組織の活動を充実させる必要があ

る。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

 備蓄物資を計画的に整備して行くことを良と

するが、保管場所や消費期限の問題等で全てを

市で備蓄することが困難なことから、今後さら

に民間事業者との協定や家庭での備蓄を推進し

する必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 大規模災害の発生を想定した避難所開設マ

ニュアルの策定や、避難行動要支援者名簿の整

備などを早急に実施すること。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 今後中長期の財政計画を策定し、安易に基金

を取り崩すことなく予算編成ができるよう各部

署への指導・説明を行うこと。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 今後、中長期の財政計画を実効性のある計画

とするためには、適正な起債管理が必須であ

る。市財政の健全な運営を図るために、起債に

関する基本的な考え方や方針を決定する必要が

ある。

普通財産をどのように活用していくか計画を作

成し、各年度の目標と実績を成果指標とするこ

と。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 財政運営が厳しい中、物品の調達についても

無駄を省き、効率的な運用を実施しなければな

らない。発注方法や事務費の予算要求のあり方

等について検討すること。

郵便局と連携をしながら、納税額の大幅な増額

を図り、返礼品の多様化に取り組むこと。

 県内の自治体がこの制度を活用した財源確保

で実績を上げている中、対応が遅れている当市

においては、早急に制度設計を行い事業をを推

進して行く必要がある。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。
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平成２６年度事務事業 行政評価実施事業一覧表
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番号 事務事業名称 担当課

一次評価

二次評価 外部評価 最終判断

56 図書館・文化ホール等建設事業 庁舎建設課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

57 〔575〕行政評価運用事業 未来づくり戦略室 Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

58 〔575〕行政改革実施計画進捗管理事務 未来づくり戦略室 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

59 市長秘書事務 未来づくり戦略室 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

60 政策推進事業 未来づくり戦略室 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

61 総合計画等推進事業 未来づくり戦略室 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

62 〔492〕シティブランド構築事業 未来づくり戦略室 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

63 民生児童委員事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

64 社会福祉協議会事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙10頁の

とおり

見直しのうえ継続

65 保護司会事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

66 人権擁護委員事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

67 更生保護事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

68 遺族会戦没者等援護事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

69 ボランティアセンター運営事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

70 社会福祉一般事務 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

71 特別障害者手当給付事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

72 心身障害者扶養共済事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

73 人権対策事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

74 隣保館管理運営事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙11頁の

とおり

現状のまま継続

75 生活保護事務 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

76 生活保護適正実施事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

77 住宅新築資金等償還推進事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

78 障害者(児)タクシー利用助成事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

79 小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

80 障害者福祉一般事務 福祉課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

81 介護給付費等支給事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

82 自立支援医療費支給事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

83 補装具費支給事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

84 障害支援区分判定等事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

85 相談支援事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

86 障害者自立支援協議会運営事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

87 意思疎通支援事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

88 地域活動支援センター運営事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

89 移動支援事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

90 日常生活用具費支給事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

91 日中一時支援事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

92 障害者生活サポート事業 福祉課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業廃止と判断し行政

評価委員会に諮る。

別紙12頁の

とおり

事業の休止・廃止を検討

93 自動車改造・免許取得助成事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

94 声の広報発行事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

95 地域福祉計画事業 福祉課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

96 地域生活支援一般事務 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

97 生活困窮者支援対策等事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

98 難聴児補聴器購入助成事業 福祉課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

99 育成医療費支給事業 福祉課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

100 成年後見制度利用支援事業 福祉課 Ｂ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

101 障害者地域づくり推進事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

102 障害児通所給付事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

103 障害者福祉計画事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続
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平成２６年度事務事業

番号 事務事業名称

56 図書館・文化ホール等建設事業

57 〔575〕行政評価運用事業

58 〔575〕行政改革実施計画進捗管理事務

59 市長秘書事務

60 政策推進事業

61 総合計画等推進事業

62 〔492〕シティブランド構築事業

63 民生児童委員事業

64 社会福祉協議会事業

65 保護司会事業

66 人権擁護委員事業

67 更生保護事業

68 遺族会戦没者等援護事業

69 ボランティアセンター運営事業

70 社会福祉一般事務

71 特別障害者手当給付事業

72 心身障害者扶養共済事業

73 人権対策事業

74 隣保館管理運営事業

75 生活保護事務

76 生活保護適正実施事業

77 住宅新築資金等償還推進事業

78 障害者(児)タクシー利用助成事業

79 小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業

80 障害者福祉一般事務

81 介護給付費等支給事業

82 自立支援医療費支給事業

83 補装具費支給事業

84 障害支援区分判定等事業

85 相談支援事業

86 障害者自立支援協議会運営事業

87 意思疎通支援事業

88 地域活動支援センター運営事業

89 移動支援事業

90 日常生活用具費支給事業

91 日中一時支援事業

92 障害者生活サポート事業

93 自動車改造・免許取得助成事業

94 声の広報発行事業

95 地域福祉計画事業

96 地域生活支援一般事務

97 生活困窮者支援対策等事業

98 難聴児補聴器購入助成事業

99 育成医療費支給事業

100 成年後見制度利用支援事業

101 障害者地域づくり推進事業

102 障害児通所給付事業

103 障害者福祉計画事業

行政評価実施事業一覧表

二次評価のコメント（参考）最終判断コメント

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 建設経費の増嵩が懸念されるため、ワーク

ショップで集約された意見を取り入れながら、

設備費用の抑制などにより、設計金額の低減を

図ること。また、備品についても管理運営計画

の策定と連動させ、過度なものにならないよう

計画すること。

繰越金が多いことから、補助金を減額するとと

もに、事業の多様化を図るよう指導すること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 ボランティア活動の普及、推進の成果ととも

に、社協の指定管理者としての施設の運営・活

用状況についても事業効果を図る必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 一般事務経費であり、次年度から評価対象外

事業とされたい。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 医療扶助の適正化とともに、扶養義務調査、

求職活動状況確認を徹底し、制度の適正執行を

図る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。  引き続き、粛々と滞納整理を進める。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 今後も、制度周知とともに、保健所、保健セ

ンターと連携し、対象児の把握に努める。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 会計検査院からの指摘事項に関する事務処理

を早期に完了するよう努める。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 放課後等デイサービスへの移行を適切に進め

る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。  引き続き制度の周知に努める。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 事業費が未執行となっており、次年度は中間

年度の検証等、確実に事業を執行する必要があ

る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。  一般事務経費であり評価対象外事業とする。
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平成２６年度事務事業 行政評価実施事業一覧表
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番号 事務事業名称 担当課

一次評価

二次評価 外部評価 最終判断

104 臨時福祉給付金事業 福祉課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

105 放課後児童健全育成事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

106 子育て支援ホームヘルプサービス事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

107 病児・病後児保育事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

108 児童扶養手当給付事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

109 地域組織活動育成事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

110 家庭児童相談員事業 子育て支援課 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

111 児童福祉一般事務 子育て支援課 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

112 子育て支援センター事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

113 広域入所児童運営事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

114 おおひら保育所運営事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

115 なかむら保育所運営事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

116 みどり保育所運営事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

117 ぐんちゅう保育所運営事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

118 とりのき保育所運営事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

119 うえの保育所運営事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

120 中山保育所運営事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

121 佐礼谷保育所運営事業 子育て支援課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

122 上灘保育所運営事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

123 下灘保育所運営事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

124 保育所一般事務 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

125 私立児童運営事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

126 母子自立支援事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

127 児童館運営事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

128 こんにちは赤ちゃん事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

129 助産施設入所事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

130 児童手当給付事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

131 児童センター運営事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

132 子ども・子育て支援事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

133 子育て世帯臨時特例給付金事業 子育て支援課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

134 ファミリーサポートセンター事業 子育て支援課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

135 養護老人ホーム入所措置事業 長寿介護課 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

136 シルバー人材センター事業 長寿介護課 Ｃ Ｃ Ｄ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 見直しのうえ継続
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平成２６年度事務事業

番号 事務事業名称

104 臨時福祉給付金事業

105 放課後児童健全育成事業

106 子育て支援ホームヘルプサービス事業

107 病児・病後児保育事業

108 児童扶養手当給付事業

109 地域組織活動育成事業

110 家庭児童相談員事業

111 児童福祉一般事務

112 子育て支援センター事業

113 広域入所児童運営事業

114 おおひら保育所運営事業

115 なかむら保育所運営事業

116 みどり保育所運営事業

117 ぐんちゅう保育所運営事業

118 とりのき保育所運営事業

119 うえの保育所運営事業

120 中山保育所運営事業

121 佐礼谷保育所運営事業

122 上灘保育所運営事業

123 下灘保育所運営事業

124 保育所一般事務

125 私立児童運営事業

126 母子自立支援事業

127 児童館運営事業

128 こんにちは赤ちゃん事業

129 助産施設入所事業

130 児童手当給付事業

131 児童センター運営事業

132 子ども・子育て支援事業

133 子育て世帯臨時特例給付金事業

134 ファミリーサポートセンター事業

135 養護老人ホーム入所措置事業

136 シルバー人材センター事業

行政評価実施事業一覧表

二次評価のコメント（参考）最終判断コメント

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 次年度も事業が実施されることとなったた

め、本年度の実績を踏まえ、よりスムーズな事

務処理が行なえるよう努める。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 運営改善を図るため、次年度から一部の児童

クラブについて民間事業者への運営委託を進め

る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。  さらに制度の周知を図る必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 市内において事業を実施するため、引き続き

取り組みを進める。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 こども・子育て支援新制度のもと、その役割

に応じた適切な施設運営を進めることとする。

保育料滞納の早期解消を図る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 こども・子育て支援新制度のもと、その役割

に応じた適切な施設運営を進めることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 こども・子育て支援新制度のもと、その役割

に応じた適切な施設運営を進めることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 子ども・子育て支援新制度のもと、その役割

に応じた適切な施設運営を進めることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 子ども・子育て支援新制度のもと、その役割

に応じた適切な施設運営を進めることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 子ども・子育て支援新制度のもと、その役割

に応じた適切な施設運営を進めることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 子ども・子育て支援新制度のもと、その役割

に応じた適切な施設運営を進めることとする。

(認定こども園化について検討する。）

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 次年度は休園することが決定しているが、今

後の入所希望の状況を見て、廃園も検討する必

要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

  子ども・子育て支援新制度のもと、その役割

に応じた適切な施設運営を進めることとする。

(認定こども園化について検討する。）

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

  子ども・子育て支援新制度のもと、その役割

に応じた適切な施設運営を進めることとする。

(認定こども園化について検討する。）

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 引き続き、産休代替等の非常勤保育士の適正

な確保・配置に努める。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 子ども・子育て新制度の施行により、今後市

内に民設民営による新たな認定子ども園、小規

模保育園が増えてくることも予想されるため、

既設園（さくら幼児園）への運営委託の見直し

についても検討を進める必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 改正法令（母子及び父子並びに寡婦福祉法）

よる制度改正（父子家庭も含む）に伴う事業の

周知、適正実施に努める。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

 利用者は着実に増えており、さらに行事等の

充実を図る。市内利用者の一層の拡大も図る。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

 本市の子育て環境の整備を図りながら次世代

育成支援を展開していくための「伊予市子ど

も・子育て支援事業計画」が策定できた。今

後、この計画に基づく施策に取り組み、安心し

て子育てできるやさしいまちの実現を目指す。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 次年度も事業が実施されることとなったた

め、本年度の実績を踏まえ、適切に事務処理を

進める。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

 活動実績も上がっており、引き続き制度の周

知を図り、会員並びに利用者の拡大を目指す。

受注件数や会員数が減っている中、PR活動等に

より増やす努力を課すこと。また、資格取得し

た労働者派遣事業にも進出してもらうこと。
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平成２６年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

自己評価

番号 事務事業名称 担当課

一次評価

二次評価 外部評価 最終判断

137 老人クラブ育成事業 長寿介護課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

138 老人福祉一般事務 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

139 〔5500〕福祉バス運行事業 長寿介護課 Ｄ Ｄ Ｅ Ｃ Ｄ Ｄ

事業廃止と判断し行政

評価委員会に諮る。

別紙13頁の

とおり

事業の休止・廃止を検討

140 老人福祉センター事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

141 高齢者共同住居運営事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

142 介護サービス適正実施指導事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

143 低所得者対策事業 長寿介護課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

144 高額介護サービス費貸付事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

145 (介保)一般管理事務 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

146 (介保)賦課徴収事務 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

147 (介保)認定審査会事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

148 (介保)認定事務 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

149 (介保)介護予防二次予防対象者施策事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

150 (介保)介護予防一次予防対象者施策事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

151 (介保)介護予防ケアマネジメント事業 長寿介護課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

152 (介保)総合相談事業 長寿介護課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

153 (介保)権利擁護事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

154 (介保)包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 長寿介護課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

155 敬老事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

156 〔1330〕高齢者家庭相談員設置事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

157 〔1330〕高齢者心配ごと相談事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

158 〔1330〕ふれあいいきいきサロン事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

159 〔1330〕緊急通報体制等整備事業 長寿介護課 Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

160 (介サービス)一般管理事務 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

161 (介サービス)介護予防サービス計画事業 長寿介護課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

162 〔8130〕（介保）高齢者安否確認見守り事業 長寿介護課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙14頁の

とおり

見直しのうえ継続

163 〔8130〕（介保）家族介護教室実施事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

164 〔8130〕（介保）介護用品支給事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

165 〔8130〕（介保）成年後見制度利用支援事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

166 〔5500〕介護予防バス運行事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

167 〔8130〕（介保）住宅改修支援事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

168 老人憩の家運営事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

169 ふれあいプラザ運営事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

170 デイサービスセンター運営事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

171 三世代交流拠点施設運営事業 長寿介護課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

172 地域支え合い体制づくり事業 長寿介護課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

173 〔8130〕（介保）在宅高齢者家族介護手当支給事業 長寿介護課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

174 重度心身障害者医療費助成事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

175 国民年金取扱事務 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

176 ひとり親家庭医療費助成事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

177 乳幼児医療費助成事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

178 (国保)一般管理事務 保険年金課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

179 (国保)運営協議会事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

180 (国保)趣旨普及事業 保険年金課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

181 (国保)医療費適正化特別対策事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

182 (国保)歯科診療所施設一般管理事務 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続
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平成２６年度事務事業

番号 事務事業名称

137 老人クラブ育成事業

138 老人福祉一般事務

139 〔5500〕福祉バス運行事業

140 老人福祉センター事業

141 高齢者共同住居運営事業

142 介護サービス適正実施指導事業

143 低所得者対策事業

144 高額介護サービス費貸付事業

145 (介保)一般管理事務

146 (介保)賦課徴収事務

147 (介保)認定審査会事業

148 (介保)認定事務

149 (介保)介護予防二次予防対象者施策事業

150 (介保)介護予防一次予防対象者施策事業

151 (介保)介護予防ケアマネジメント事業

152 (介保)総合相談事業

153 (介保)権利擁護事業

154 (介保)包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

155 敬老事業

156 〔1330〕高齢者家庭相談員設置事業

157 〔1330〕高齢者心配ごと相談事業

158 〔1330〕ふれあいいきいきサロン事業

159 〔1330〕緊急通報体制等整備事業

160 (介サービス)一般管理事務

161 (介サービス)介護予防サービス計画事業

162 〔8130〕（介保）高齢者安否確認見守り事業

163 〔8130〕（介保）家族介護教室実施事業

164 〔8130〕（介保）介護用品支給事業

165 〔8130〕（介保）成年後見制度利用支援事業

166 〔5500〕介護予防バス運行事業

167 〔8130〕（介保）住宅改修支援事業

168 老人憩の家運営事業

169 ふれあいプラザ運営事業

170 デイサービスセンター運営事業

171 三世代交流拠点施設運営事業

172 地域支え合い体制づくり事業

173 〔8130〕（介保）在宅高齢者家族介護手当支給事業

174 重度心身障害者医療費助成事業

175 国民年金取扱事務

176 ひとり親家庭医療費助成事業

177 乳幼児医療費助成事業

178 (国保)一般管理事務

179 (国保)運営協議会事業

180 (国保)趣旨普及事業

181 (国保)医療費適正化特別対策事業

182 (国保)歯科診療所施設一般管理事務

行政評価実施事業一覧表

二次評価のコメント（参考）最終判断コメント

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 一般事務経費であり、次年度から評価対象外

事業とするよう検討のこと。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 新たな高齢者福祉施設への事業移行、施設運

営が円滑に行なえるよう配慮する。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 当面は市において高齢者共同住宅の運営を継

続する。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 本当に利用対象者がいないのかどうか事業の

周知を図る必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 本当に利用対象者がいないのかどうか制度の

周知を図る必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 一般管理事務であり、評価対象外事業とする

か検討を行なうこと。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。  引き続き、効果的な滞納整理を進める。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。  より効果的な事業推進に努めること。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 一次評価にあるとおり、「敬老事業」＝「敬

老会の実施支援」という現在の取組みについ

て、事業実績を踏まえ地域の意見を聴取したう

えで、より効果的な事業への転換も検討する必

要がある。

各地区の実情に応じた経費を計上すること。た

だし、改めて積算を行い、単価計算を起こすこ

と。

 現在、３事業者において事業を実施している

が、単価が違っており、コスト面での検討、事

業のあり方について、評価委員の意見を伺うた

め。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。  さらに事業の周知を図るものとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 利用者が減少しており、効果的に活用される

よう努める。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。  さらに事業の周知を図る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 中学校卒業までの通院医療費助成拡大につい

て開始時期を含め検討を進める。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 経常的事務経費であり評価対象外事務とする

ことを検討のこと。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 国保税収納率の見通し、療養給付費等の見通

し、一般会計繰入金の金額確定、国保事業の運

営状況等を報告、審議するため、1月〜2月頃に

第2回審議会の開催を検討する。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 経常的事務経費であり、評価対象外事務とす

ることも検討のこと。
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平成２６年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

自己評価

番号 事務事業名称 担当課

一次評価

二次評価 外部評価 最終判断

183 (国保)歯科診療所研究研修事業 保険年金課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

184 (国保)歯科診療所医療機械器具購入事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

185 (国保)歯科診療所医療用消耗機材購入事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

186 (国保)歯科診療所医療用材料技工事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

187 (国保)歯科診療所医薬品衛生材料購入事業 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

188 （後期高齢）一般管理事務 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

189 （後期高齢）徴収事務 保険年金課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

190 健康啓発事業 保険年金課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

191 精神保健事業 健康増進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

192 母子保健事業 健康増進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

193 予防接種事業 健康増進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

194 伊予保健センター管理運営事業 健康増進課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

195 双海保健センター管理運営事業 健康増進課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

196 健康増進事業 健康増進課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

197 （国保）特定健康診査等事業 健康増進課 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

198 食育推進事業 健康増進課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

199 救急医療対策事業 健康増進課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙15頁の

とおり

現状のまま継続

200 歯科保健センター運営事業 健康増進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

201 (国保)賦課事務 市民税務課 Ａ Ａ Ｃ Ａ Ａ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

202 戸籍住民基本台帳一般事務 市民税務課 Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

203 〔620〕(市民税・諸税)賦課事務 市民税務課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

204 〔620〕(固定資産税)賦課事務 市民税務課 Ｂ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

205 市税徴収事務 市民税務課 Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

良好と評価し更なる事

業推進を求める。

さらに重点化

206 （国保）国保税徴収事務 市民税務課 Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

207 農業女性グループ育成事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

208 水田農業構造改革対策事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

209 中山間地域等直接支払交付金事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙16頁の

とおり

現状のまま継続

210 グリーンツーリズム対策事業 ブランド推進課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

211 農業活性化緊急対策事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

212 農業振興団体補助事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

213 あじの郷づくり事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙17頁の

とおり

見直しのうえ継続

214 柑橘放任園害虫対策事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

215 農業振興助成事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

216 果樹振興対策事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙18頁の

とおり

現状のまま継続

217 鳥獣害防止対策推進事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

218 戸別所得補償制度推進事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

219 環境保全型農業直接支援事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

220 新規就農総合支援事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

221 鳥獣駆除対策事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

222 人・農地問題解決推進事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

223 鳥獣被害防止緊急捕獲等対策事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

224 農地中間管理事業 ブランド推進課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

225 勤労者教育資金貸付事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

226 駐輪場管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

227 中小企業資金融資事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

228 中小企業資金利子補給事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

229 商工振興助成事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続
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平成２６年度事務事業

番号 事務事業名称

183 (国保)歯科診療所研究研修事業

184 (国保)歯科診療所医療機械器具購入事業

185 (国保)歯科診療所医療用消耗機材購入事業

186 (国保)歯科診療所医療用材料技工事業

187 (国保)歯科診療所医薬品衛生材料購入事業

188 （後期高齢）一般管理事務

189 （後期高齢）徴収事務

190 健康啓発事業

191 精神保健事業

192 母子保健事業

193 予防接種事業

194 伊予保健センター管理運営事業

195 双海保健センター管理運営事業

196 健康増進事業

197 （国保）特定健康診査等事業

198 食育推進事業

199 救急医療対策事業

200 歯科保健センター運営事業

201 (国保)賦課事務

202 戸籍住民基本台帳一般事務

203 〔620〕(市民税・諸税)賦課事務

204 〔620〕(固定資産税)賦課事務

205 市税徴収事務

206 （国保）国保税徴収事務

207 農業女性グループ育成事業

208 水田農業構造改革対策事業

209 中山間地域等直接支払交付金事業

210 グリーンツーリズム対策事業

211 農業活性化緊急対策事業

212 農業振興団体補助事業

213 あじの郷づくり事業

214 柑橘放任園害虫対策事業

215 農業振興助成事業

216 果樹振興対策事業

217 鳥獣害防止対策推進事業

218 戸別所得補償制度推進事業

219 環境保全型農業直接支援事業

220 新規就農総合支援事業

221 鳥獣駆除対策事業

222 人・農地問題解決推進事業

223 鳥獣被害防止緊急捕獲等対策事業

224 農地中間管理事業

225 勤労者教育資金貸付事業

226 駐輪場管理運営事業

227 中小企業資金融資事業

228 中小企業資金利子補給事業

229 商工振興助成事業

行政評価実施事業一覧表

二次評価のコメント（参考）最終判断コメント

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 次年度から、イベント的事業であった「健康

まつり」を廃止し、健康意識の高揚を図る「健

康フォーラム」として事業を推進する。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 引き続き関係機関と連携し、事業推進を図

る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 当面は運営を継続するが、今後、利用者数の

推移、施設の老朽化等を判断して、伊予市保健

センターへの事業統合について検討を進める必

要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。  さらに利用率、受診率の向上に努める。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 引き続き効果的な手段を活用し、受診率向上

に努めるものとする。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 施設の有効活用を図るため、事業の見直しも

検討する必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 新庁舎における「総合窓口」サービスの中心

となるべき事務であり、システム構築を的確に

推進する。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 システム導入並びに制度改正等に対応するた

め、税制の専門研修等を積極的に受講するなど

職員の一層のスキルアップを図る。

二次評価の内容を踏まえ、さらに重点化するこ

と。

 収納率の向上も見られ、事業成果が上がって

おり、今後予定されているコンビニ収納の導入

と的確な滞納整理を継続することにより、一層

の事業推進を図る。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

民間活力が発揮されていないこと、また伊豫國

あじの郷づくり実行委員会の活動が低調なこと

から、組織の見直しを図り、民間に対する啓発

活動を強めること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

創業者支援と合わせて、雇用促進についても商

工会議所、商工会等と連携して取組む必要があ

る。
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平成２６年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

自己評価

番号 事務事業名称 担当課

一次評価

二次評価 外部評価 最終判断

230 企業誘致促進事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

231 観光イベント事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

232 観光振興事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

233 観光団体助成事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

234 彩浜館管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

235 生涯研修センター管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

236 中心市街地活性化推進事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

237 まちづくり推進施設運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

238 秦皇山施設管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

239 交流促進センター管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

240 特産品センター管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

241 クラフトの里管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙19頁の

とおり

さらに重点化

242 遊栗館管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｄ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

243 栗の里公園等管理事業 経済雇用戦略課 Ｃ Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

244 ふたみシーサイド公園管理運営事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙20頁の

とおり

さらに重点化

245 地域公共交通システム構築事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

246 商工関係団体負担金等交付事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

247 消費者相談事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

248 観光関係負担金等交付事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

249 特産品販売促進事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

250 JR利用促進対策事業 経済雇用戦略課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙21頁の

とおり

現状のまま継続

251 市単独土地改良事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

252 小規模土地改良整備事業 農林水産課 Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

253 林業団体育成事業 農林水産課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

254 松くい虫防除事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

255 森林整備地域活動支援交付金事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

256 林道管理事業 農林水産課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

257 漁業近代化資金利子補給事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

258 漁業団体育成事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

259 伊予地域漁業管理事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

260 農地・農業用施設災害復旧事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

261 中山農業総合センター管理運営事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

262 中山農産加工場管理運営事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続
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平成２６年度事務事業

番号 事務事業名称

230 企業誘致促進事業

231 観光イベント事業

232 観光振興事業

233 観光団体助成事業

234 彩浜館管理運営事業

235 生涯研修センター管理運営事業

236 中心市街地活性化推進事業

237 まちづくり推進施設運営事業

238 秦皇山施設管理運営事業

239 交流促進センター管理運営事業

240 特産品センター管理運営事業

241 クラフトの里管理運営事業

242 遊栗館管理運営事業

243 栗の里公園等管理事業

244 ふたみシーサイド公園管理運営事業

245 地域公共交通システム構築事業

246 商工関係団体負担金等交付事業

247 消費者相談事業

248 観光関係負担金等交付事業

249 特産品販売促進事業

250 JR利用促進対策事業

251 市単独土地改良事業

252 小規模土地改良整備事業

253 林業団体育成事業

254 松くい虫防除事業

255 森林整備地域活動支援交付金事業

256 林道管理事業

257 漁業近代化資金利子補給事業

258 漁業団体育成事業

259 伊予地域漁業管理事業

260 農地・農業用施設災害復旧事業

261 中山農業総合センター管理運営事業

262 中山農産加工場管理運営事業

行政評価実施事業一覧表

二次評価のコメント（参考）最終判断コメント

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

トップセールスとして東京、大阪で開催される

愛媛県の企業立地フェア等にも積極的に参加す

る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

一次評価者の課題・認識のとおり、中山・双海

支部おけるイベント等について、観光協会主動

で実施をまた、観光情報の収集や発信にに力を

入れるよう指導する。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

本庁舎建設のため市民会館が取り壊され、また

図書館・文化ホール等建設のため、中央公民館

も取り壊されることから、生涯研修センターの

利用頻度も上がり、駐車場のスペースが不足す

ることが懸念されるので、これの確保に努め

る。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

町中移住や起業創出検討会議の活動をとおし

て、地域をあげて中心市街地活性化の検討を進

める。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

経年劣化による施設の老朽化対策として、改

修・修繕等の計画を立て、適切な維持管理に務

めること。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

クラフトの里・特産品センターとも、厳しい経

営状況にありながらも、地域の拠点施設として

なくてはならない施設であり、今後においても

存続させなければならない。よって、しっかり

とした経営改革計画をたて、鋭意取組む必要が

ある。

今後の安定的な事業継続に向け、株式会社プロ

シーズとの合併も検討しながら、各部門で利益

が出るよう事業の見直しを行うこと。また、道

の駅化の改修計画を進めること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

施設完成後、２０年余り経過していることか

ら、今後は、施設の修繕・改修の頻度も多くな

ると予測されることから、計画的に実施する必

要がある。

中長期経営計画の検討実施を進め、市内の特産

品の取扱いの強化、近隣市町とのネットワーク

や観光事業の強化に取り組むこと。合わせて接

客及びマナー研修の徹底を行うこと。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

デマンドタクシーについては、一次評価者の課

題・認識のとおりである。コミュ二ティバスに

ついて、実証運行が当初の予定より、大幅に遅

れていることから、平成２７年７月１日には必

ず運行できるよう作業を進めること。また、実

証運行のデータを分析し改善が必要であれば適

切な処置を講ずること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

耐震改修事業や設備更新事業に多額の事業費が

見込まれることから、財政部署と綿密な協議を

行い、事業の具現化に向け対応を図る必要があ

る。
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平成２６年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

自己評価

番号 事務事業名称 担当課

一次評価

二次評価 外部評価 最終判断

263 中山フラワーハウス管理運営事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙22頁の

とおり

見直しのうえ継続

264 中山農林施設管理運営事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

265 中山森林公園管理事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

266 双海トレーニングセンター管理運営事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

267 双海基幹集落センター管理運営事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 事業の休止・廃止を検討

268 双海林業センター管理事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

269 双海地域漁業管理事業 農林水産課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

270 農村環境保全向上活動支援事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙23頁の

とおり

現状のまま継続

271 林業振興助成事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

272 森林そ生緊急対策事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

273 県営ため池等整備事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

274 農業用施設単独災害復旧事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

275 松くい虫枯損木伐倒駆除事業 農林水産課 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

276 県営森林基幹道開設事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

277 林業関係団体負担金等交付事業 農林水産課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

278 水産振興事業 農林水産課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

279 伊予市漁港管理会事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

280 漁業振興助成事業 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

281 漁港施設機能強化事業 農林水産課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

282 小規模林道整備事業 農林水産課 Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

283 農山漁村地域整備交付金事業 農林水産課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

284 都市計画総務一般事務 都市住宅課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙24頁の

とおり

見直しのうえ継続

285 公園管理事業 都市住宅課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙25頁の

とおり

見直しのうえ継続

286 住宅維持修繕事業 都市住宅課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙26頁の

とおり

見直しのうえ継続

287 住宅管理事業 都市住宅課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙27頁の

とおり

見直しのうえ継続

288 住宅管理一般事務 都市住宅課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

289 しおさい公園管理運営事業 都市住宅課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙28頁の

とおり

見直しのうえ継続

290 しもなだ運動公園管理運営事業 都市住宅課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

291 ふたみ潮風ふれあい公園管理運営事業 都市住宅課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙29頁の

とおり

見直しのうえ継続

292 県施設公園管理運営事業 都市住宅課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙30頁の

とおり

見直しのうえ継続

293 （都市文化）都市総合文化施設運営事業 都市住宅課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙31頁の

とおり

見直しのうえ継続

294 車輌基地・貨物駅等周辺整備対策事業 都市住宅課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

295 都市計画推進事業 都市住宅課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙32頁の

とおり

現状のまま継続

296 地籍情報管理事業 土木管理課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

297 法定外公共物管理事業 土木管理課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

298 土木総務一般事務 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

299 道路台帳整備事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

300 道路橋梁総務一般事務 土木管理課 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

301 道路維持修繕事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

302 街路樹等管理事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

303 道路維持一般事務 土木管理課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

304 市単独道路改良事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

305 市単独舗装新設改良事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

306 道路新設改良一般事務 土木管理課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

307 橋梁維持事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

308 ポンプ場管理事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

309 樋門管理事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続
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平成２６年度事務事業

番号 事務事業名称

263 中山フラワーハウス管理運営事業

264 中山農林施設管理運営事業

265 中山森林公園管理事業

266 双海トレーニングセンター管理運営事業

267 双海基幹集落センター管理運営事業

268 双海林業センター管理事業

269 双海地域漁業管理事業

270 農村環境保全向上活動支援事業

271 林業振興助成事業

272 森林そ生緊急対策事業

273 県営ため池等整備事業

274 農業用施設単独災害復旧事業

275 松くい虫枯損木伐倒駆除事業

276 県営森林基幹道開設事業

277 林業関係団体負担金等交付事業

278 水産振興事業

279 伊予市漁港管理会事業

280 漁業振興助成事業

281 漁港施設機能強化事業

282 小規模林道整備事業

283 農山漁村地域整備交付金事業

284 都市計画総務一般事務

285 公園管理事業

286 住宅維持修繕事業

287 住宅管理事業

288 住宅管理一般事務

289 しおさい公園管理運営事業

290 しもなだ運動公園管理運営事業

291 ふたみ潮風ふれあい公園管理運営事業

292 県施設公園管理運営事業

293 （都市文化）都市総合文化施設運営事業

294 車輌基地・貨物駅等周辺整備対策事業

295 都市計画推進事業

296 地籍情報管理事業

297 法定外公共物管理事業

298 土木総務一般事務

299 道路台帳整備事業

300 道路橋梁総務一般事務

301 道路維持修繕事業

302 街路樹等管理事業

303 道路維持一般事務

304 市単独道路改良事業

305 市単独舗装新設改良事業

306 道路新設改良一般事務

307 橋梁維持事業

308 ポンプ場管理事業

309 樋門管理事業

行政評価実施事業一覧表

二次評価のコメント（参考）最終判断コメント

今以上にPR活動や自主イベントを積極的に実施

し、利用率の向上を図ること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

適化法の期限を視野に入れながら、当面継続す

ること。

淡水魚（ぺヘレイ）のふ化は成功しているもの

の、成長さすのが難しい。また販売ルートの確

立もできておらず商品化にいたっていない。併

せて施設の老朽化も著しく存続は厳しい状況下

にあり、事業廃止を視野に入れ検討する必要が

ある。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

景観事業や都市計画事業など、一度整理した予

算組みを行うこと。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

長寿命化計画に基づく改修等を検討すること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

指定管理の導入を含め、管理形態のあり方につ

いて検討を加え、見直すこと。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

一般の木造住宅に関する耐震関連事業を別立て

し、市営住宅管理との整理を図ること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

市営住宅の指定管理者制度への移行も喫緊の課

題であるが、現時においては直営であることを

念頭におき、次の事項の対応を特に図り適切な

管理に務めなければならない。・迷惑行為等を

行い共同生活の維持を阻害し　ている者の対

応・入居者の入居状況の把握及び指導・滞納整

理

施設の改修計画を立案し、長寿命化対策を講じ

ること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

指定管理の導入を検討すること。また、施設の

耐震計画を立案し、長寿命化対策を講じるこ

と。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

喫緊の課題となっている施設改修に関し、県に

長寿命化年次計画を立案いただき、計画のある

施設改修を進めること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

将来の方向性を含め、早急な対策を講じるこ

と。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。
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平成２６年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

自己評価

番号 事務事業名称 担当課

一次評価

二次評価 外部評価 最終判断

310 河川総務一般事務 土木管理課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

311 港湾施設管理事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

312 港湾管理一般事務 土木管理課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

313 (上屋)一般管理事業 土木管理課 Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

314 下水放流事業 土木管理課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

315 河川維持事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

316 道整備交付金事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

317 長期計画道路新設改良事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

318 中山スマートＩＣ設置事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

319 集落・避難路保全斜面地震対策事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

320 スマートIC整備事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

321 道路補助災害復旧事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

322 道路単独災害復旧事業 土木管理課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

323 防疫等対策事業 環境保全課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

324 環境保全対策事業 環境保全課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙33頁の

とおり

現状のまま継続

325 ごみ処理事業 環境保全課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

326 ごみ減量推進事業 環境保全課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

327 太陽光発電システム設置事業 環境保全課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

328 節水等推進事業 環境保全課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

329 狂犬病予防等事業 環境保全課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

330 生活環境保全事業 環境保全課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

331 （浄化）一般管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

332 (浄化)設置事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

333 （浄化）施設維持管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

334 (集排)大平地区施設管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

335 (集排)中山地区施設管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

336 (集排)大平地区一般業務 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

337 (集排)中山地区一般業務 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

338 (公下)施設管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

339 (公下)一般業務 下水道課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

340 （公下）下水道建設（交付金）事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

341 （特定公下）一般管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

342 （特定公下）維持管理事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

343 浄化槽設置整備事業 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

344 防災・安全交付金事業 下水道課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

345 出納事務 会計課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

346 簡易水道運営事業 水道課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

347 (簡水)一般管理事業 水道課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

348 (簡水)維持管理事業 水道課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

349 (飲供)一般管理事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

350 (飲供)維持管理事業 水道課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

351 （水道）水道メーター改造事業 水道課 Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

352 (水道)配水地等清掃事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

353 (水道)漏水調査事業 水道課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

354 （水道）給配水装置点検等事業 水道課 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

355 (水道)検定満期メーター取替事業 水道課 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

356 (水道)配・給水管等漏水修理事業 水道課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

357 (水道)水源地管理事業 水道課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

358 (水道)水道料金収納徴収事業 水道課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

359 (水道)電算委託事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

360 (水道)水道メーター検針委託事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

361 （水道）老朽管更新事業 水道課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

362 (水道)公共下水道関連事業 水道課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

363 (水道)道路改良関連事業 水道課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

364 (水道)単独事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続
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平成２６年度事務事業

番号 事務事業名称

310 河川総務一般事務

311 港湾施設管理事業

312 港湾管理一般事務

313 (上屋)一般管理事業

314 下水放流事業

315 河川維持事業

316 道整備交付金事業

317 長期計画道路新設改良事業

318 中山スマートＩＣ設置事業

319 集落・避難路保全斜面地震対策事業

320 スマートIC整備事業

321 道路補助災害復旧事業

322 道路単独災害復旧事業

323 防疫等対策事業

324 環境保全対策事業

325 ごみ処理事業

326 ごみ減量推進事業

327 太陽光発電システム設置事業

328 節水等推進事業

329 狂犬病予防等事業

330 生活環境保全事業

331 （浄化）一般管理事業

332 (浄化)設置事業

333 （浄化）施設維持管理事業

334 (集排)大平地区施設管理事業

335 (集排)中山地区施設管理事業

336 (集排)大平地区一般業務

337 (集排)中山地区一般業務

338 (公下)施設管理事業

339 (公下)一般業務

340 （公下）下水道建設（交付金）事業

341 （特定公下）一般管理事業

342 （特定公下）維持管理事業

343 浄化槽設置整備事業

344 防災・安全交付金事業

345 出納事務

346 簡易水道運営事業

347 (簡水)一般管理事業

348 (簡水)維持管理事業

349 (飲供)一般管理事業

350 (飲供)維持管理事業

351 （水道）水道メーター改造事業

352 (水道)配水地等清掃事業

353 (水道)漏水調査事業

354 （水道）給配水装置点検等事業

355 (水道)検定満期メーター取替事業

356 (水道)配・給水管等漏水修理事業

357 (水道)水源地管理事業

358 (水道)水道料金収納徴収事業

359 (水道)電算委託事業

360 (水道)水道メーター検針委託事業

361 （水道）老朽管更新事業

362 (水道)公共下水道関連事業

363 (水道)道路改良関連事業

364 (水道)単独事業

行政評価実施事業一覧表

二次評価のコメント（参考）最終判断コメント

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。 財政事情が厳しく財源確保に苦慮している状況

であり、効率的かつ効果的な事業展開を求む。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

電気式生ごみ処理機や生ごみ処理容器の購入件

数が少ないことから、補助制度を更に市民に広

く周知し、購入件数の増に繋がるよう鋭意努力

する。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

補助制度の周知を図ったところ、今年度におけ

る申請件数は確かに増加はしているものの、ま

だまだ申請件数は低い。この補助制度につい

て、改めて検証する必要がある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

合併処理浄化槽事業実施による市民負担の平等

性を考慮するためにも「市設置型事業」を「個

人設置型事業」に移行し一本化すべく鋭意取組

む。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

不明水の流入が見られることから、早急な調査

を行いこれの対策を講じ、適切な施設管理に務

めること。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

合併処理浄化槽事業実施による市民負担の平等

性を考慮するためにも「市設置型事業」を「個

人設置型事業」に移行し一本化すべく鋭意取組

む。
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平成２６年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

自己評価

番号 事務事業名称 担当課

一次評価

二次評価 外部評価 最終判断

365 飲料水供給施設事業 水道課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

366 飲用井戸整備事業 水道課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

367 (水道)水のたいせつ啓発事業 水道課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

368 （簡水）上灘地区簡易水道統合整備事業 水道課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

369 中山地域事務所管理事業 中山地域事務所 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

370 〔620〕税務支所事務 中山地域事務所 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

371 〔620〕税務支所事務 双海地域事務所 Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

372 〔1220〕国民年金取扱支所事務 中山地域事務所 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

373 〔1220〕国民年金取扱支所事務 双海地域事務所 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

374 〔1340〕老人福祉支所事務 中山地域事務所 Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

375 〔1340〕老人福祉支所事務 双海地域事務所 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

376 〔7000〕(国保)国民健康保険支所事務 中山地域事務所 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

377 〔7000〕(国保)国民健康保険支所事務 双海地域事務所 Ｂ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

378 〔8000〕(介保)介護保険支所事務 中山地域事務所 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

379 〔8000〕(介保)介護保険支所事務 双海地域事務所 Ｂ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

380 〔232〕住民自治推進支所事務 中山地域事務所 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

381 〔232〕住民自治推進支所事務 双海地域事務所 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

382 双海地域事務所管理事業 双海地域事務所 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

383 農業委員会一般事務 農業委員会事務局 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

384 公平委員会事務 行政委員事務局 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

385 固定資産評価審査委員会事務 行政委員事務局 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

386 選挙管理委員会運営事務 行政委員事務局 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

387 選挙啓発事業 行政委員事務局 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

388 監査委員運営事務 行政委員事務局 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

389 愛媛県議会議員選挙事業 行政委員事務局 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

390 伊予市農業委員会委員選挙事業 行政委員事務局 Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

391 愛媛県知事選挙事業 行政委員事務局 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

392 道後平野土地改良区総代選挙事業 行政委員事務局 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

393 衆議院議員選挙事業 行政委員事務局 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

394 衆議院議員選挙啓発事業 行政委員事務局 Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

395 議会運営事業 議会事務局 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

396 教育委員会運営事業 学校教育課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

397 通学バス運行事業 学校教育課 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

398 ＡＬＴ派遣事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

399 教員住宅管理運営事業 学校教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

400 小学校修繕事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

401 小学校営繕事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

402 小学校運営事業 学校教育課 Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

403 小学校パソコン教室運営事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙34頁の

とおり

現状のまま継続

404 小学校児童扶助事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

405 中学校修繕事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

406 中学校営繕事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

407 中学校運営事業 学校教育課 Ａ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

408 中学校パソコン教室運営事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙35頁の

とおり

現状のまま継続

409 中学校生徒扶助事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

410 港南中学校改築補助事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業廃止と判断し行政

評価委員会に諮る。

別紙36頁の

とおり

事業の休止・廃止を検討

411 幼稚園修繕事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

412 幼稚園営繕事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

413 幼稚園運営事業 学校教育課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

414 就園奨励費補助事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

415 児童生徒健康診断事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

416 学校体育大会運営事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

417 結核対策委員会事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

418 保健体育総務一般事務 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

419 学校給食運営事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続
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平成２６年度事務事業

番号 事務事業名称

365 飲料水供給施設事業

366 飲用井戸整備事業

367 (水道)水のたいせつ啓発事業

368 （簡水）上灘地区簡易水道統合整備事業

369 中山地域事務所管理事業

370 〔620〕税務支所事務

371 〔620〕税務支所事務

372 〔1220〕国民年金取扱支所事務

373 〔1220〕国民年金取扱支所事務

374 〔1340〕老人福祉支所事務

375 〔1340〕老人福祉支所事務

376 〔7000〕(国保)国民健康保険支所事務

377 〔7000〕(国保)国民健康保険支所事務

378 〔8000〕(介保)介護保険支所事務

379 〔8000〕(介保)介護保険支所事務

380 〔232〕住民自治推進支所事務

381 〔232〕住民自治推進支所事務

382 双海地域事務所管理事業

383 農業委員会一般事務

384 公平委員会事務

385 固定資産評価審査委員会事務

386 選挙管理委員会運営事務

387 選挙啓発事業

388 監査委員運営事務

389 愛媛県議会議員選挙事業

390 伊予市農業委員会委員選挙事業

391 愛媛県知事選挙事業

392 道後平野土地改良区総代選挙事業

393 衆議院議員選挙事業

394 衆議院議員選挙啓発事業

395 議会運営事業

396 教育委員会運営事業

397 通学バス運行事業

398 ＡＬＴ派遣事業

399 教員住宅管理運営事業

400 小学校修繕事業

401 小学校営繕事業

402 小学校運営事業

403 小学校パソコン教室運営事業

404 小学校児童扶助事業

405 中学校修繕事業

406 中学校営繕事業

407 中学校運営事業

408 中学校パソコン教室運営事業

409 中学校生徒扶助事業

410 港南中学校改築補助事業

411 幼稚園修繕事業

412 幼稚園営繕事業

413 幼稚園運営事業

414 就園奨励費補助事業

415 児童生徒健康診断事業

416 学校体育大会運営事業

417 結核対策委員会事業

418 保健体育総務一般事務

419 学校給食運営事業

行政評価実施事業一覧表

二次評価のコメント（参考）最終判断コメント

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 主旨は了とするが、目新しい企画を取り入れ

るなど、工夫をこらして関心を引く内容にしな

ければ、単なる事業の実施にとどまる。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 住民自治組織は、佐礼谷地区以外では設立の

見込みが立たない状況が続いている。２７年度

から取組む地方創生は、地域の住民の理解や参

画が不可欠であり、具体的な事業を企画・運営

する中で、住民自治の機運を高めていく必要が

ある。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

 地域住民で組織するいくつかのグループが移

住・定住・地域の活性化などの取組を行ってい

る。今後計画する地方創生を目指す事業には、

地域住民の理解や参画が不可欠であり、既存の

グループとも連携しながら、住民自治の機運を

高めて行く必要がある。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。 新給食センターへの業務移行
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平成２６年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

自己評価

番号 事務事業名称 担当課

一次評価

二次評価 外部評価 最終判断

420 給食センター運営事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

421 教育補助事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

422 学校給食センター整備事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

423 小学校理科教育設備整備事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

424 下灘小学校耐震補助事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業廃止と判断し行政

評価委員会に諮る。

別紙37頁の

とおり

事業の休止・廃止を検討

425 特別支援教育事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

426 中学校理科教育設備整備事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

427 中山中学校屋内運動場耐震補強事業 学校教育課 Ａ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

428 小学校教育推進事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

429 中山小学校耐震補強事業 学校教育課 Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

430 中学校教育推進事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

431 伊予中学校耐震補強事業 学校教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業廃止と判断し行政

評価委員会に諮る。

別紙38頁の

とおり

事業の休止・廃止を検討

432 生活改善センター管理運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

433 中山林業センター管理運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

434 社会教育指導員設置事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

435 文化財保護事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

436 社会教育活動事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

437 生涯学習推進事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

438 文化振興事業 社会教育課 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

439 社会教育関係団体助成事業 社会教育課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

440 青少年問題協議会運営事業 社会教育課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

441 青少年センター運営事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

442 公民館修繕事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙39頁の

とおり

現状のまま継続

443 地区公民館運営活動助成事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

444 図書館運営事業 社会教育課 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

445 人権同和教育事業 社会教育課 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

446 人権教育団体育成事業 社会教育課 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

447 ふるさと創生館運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

448 緑風館運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

449 唐川コミュニティセンター運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

450 スポーツ推進委員活動事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

451 社会体育事業運営事業 社会教育課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

452 社会体育施設管理事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

453 体育大会補助事業 社会教育課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

454 社会体育団体育成事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

455 放課後子ども教室運営事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

事業継続と判断するが

課題を追加する。

見直しのうえ継続

456 伊予市内遺跡発掘調査等事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

457 家庭教育・子育てサポート事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

458 〔4720〕伊予地域公民館活動事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

459 〔4720〕中山地域公民館活動事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

460 〔4720〕双海地域公民館活動事業 社会教育課 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

461 〔4760〕伊予地域公民館一般事務 社会教育課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

462 〔4760〕中山地域公民館一般事務 社会教育課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

463 〔4760〕双海地域公民館一般事務 社会教育課 Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

464 〔5460〕中山地域ふれあい館運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

465 〔5460〕双海地域ふれあい館運営事業 社会教育課 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 事業継続と判断する。 現状のまま継続

466 図書館・文化ホール等管理運営計画策定事業 社会教育課 Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

主要事業のため行政評

価委員会に諮る。

別紙40頁の

とおり

さらに重点化

467 ●【評価対象外】総合行政ネットワーク保守管理事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

468 ●【評価対象外】統計調査事務 総務企画課 － － － － － － 評価なし

469 ●【評価対象外】学校基本調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

470 ●【評価対象外】工業統計調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

471 ●【評価対象外】その他統計事務 総務企画課 － － － － － － 評価なし

472 ●【評価対象外】漁業センサス統計調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

473 ●【評価対象外】農林業センサス統計調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

474 ●【評価対象外】国勢調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

475 ●【評価対象外】全国消費実態調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

476 ●【評価対象外】経済センサス・商業統計調査事業 総務企画課 － － － － － － 評価なし

477 ●【評価対象外】源泉徴収事務 総務企画課 － － － － － － 評価なし

478 ●【評価対象外】防災一般事務 危機管理課 － － － － － － 評価なし

479 ●【評価対象外】一部事務組合負担金 危機管理課 － － － － － － 評価なし

480 ●【評価対象外】愛媛県市町総合事務組合負担金事務 危機管理課 － － － － － － 評価なし

481 ●【評価対象外】財産管理共通事務 財務課 － － － － － － 評価なし

482 ●【評価対象外】一般会計地方債元金償還金 財務課 － － － － － － 評価なし

483 ●【評価対象外】一般会計地方債利子償還金 財務課 － － － － － － 評価なし
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平成２６年度事務事業

番号 事務事業名称

420 給食センター運営事業

421 教育補助事業

422 学校給食センター整備事業

423 小学校理科教育設備整備事業

424 下灘小学校耐震補助事業

425 特別支援教育事業

426 中学校理科教育設備整備事業

427 中山中学校屋内運動場耐震補強事業

428 小学校教育推進事業

429 中山小学校耐震補強事業

430 中学校教育推進事業

431 伊予中学校耐震補強事業

432 生活改善センター管理運営事業

433 中山林業センター管理運営事業

434 社会教育指導員設置事業

435 文化財保護事業

436 社会教育活動事業

437 生涯学習推進事業

438 文化振興事業

439 社会教育関係団体助成事業

440 青少年問題協議会運営事業

441 青少年センター運営事業

442 公民館修繕事業

443 地区公民館運営活動助成事業

444 図書館運営事業

445 人権同和教育事業

446 人権教育団体育成事業

447 ふるさと創生館運営事業

448 緑風館運営事業

449 唐川コミュニティセンター運営事業

450 スポーツ推進委員活動事業

451 社会体育事業運営事業

452 社会体育施設管理事業

453 体育大会補助事業

454 社会体育団体育成事業

455 放課後子ども教室運営事業

456 伊予市内遺跡発掘調査等事業

457 家庭教育・子育てサポート事業

458 〔4720〕伊予地域公民館活動事業

459 〔4720〕中山地域公民館活動事業

460 〔4720〕双海地域公民館活動事業

461 〔4760〕伊予地域公民館一般事務

462 〔4760〕中山地域公民館一般事務

463 〔4760〕双海地域公民館一般事務

464 〔5460〕中山地域ふれあい館運営事業

465 〔5460〕双海地域ふれあい館運営事業

466 図書館・文化ホール等管理運営計画策定事業

467 ●【評価対象外】総合行政ネットワーク保守管理事業

468 ●【評価対象外】統計調査事務

469 ●【評価対象外】学校基本調査事業

470 ●【評価対象外】工業統計調査事業

471 ●【評価対象外】その他統計事務

472 ●【評価対象外】漁業センサス統計調査事業

473 ●【評価対象外】農林業センサス統計調査事業

474 ●【評価対象外】国勢調査事業

475 ●【評価対象外】全国消費実態調査事業

476 ●【評価対象外】経済センサス・商業統計調査事業

477 ●【評価対象外】源泉徴収事務

478 ●【評価対象外】防災一般事務

479 ●【評価対象外】一部事務組合負担金

480 ●【評価対象外】愛媛県市町総合事務組合負担金事務

481 ●【評価対象外】財産管理共通事務

482 ●【評価対象外】一般会計地方債元金償還金

483 ●【評価対象外】一般会計地方債利子償還金

行政評価実施事業一覧表

二次評価のコメント（参考）最終判断コメント

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。  新給食センターへの業務移行

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。 「いじめ防止対策推進法」との関連性の検討

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。 児童クラブとの連携の方向性の検討

指定管理も含めた効率の良い配置を目指すこ

と。専門的な人材育成を進めること。

 行政評価委員会の抽出事業により、外部評価

に諮ることとする。
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平成２６年度事務事業 行政評価実施事業一覧表

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

妥

当

性

有

効

性

効

率

性

自己評価

番号 事務事業名称 担当課

一次評価

二次評価 外部評価 最終判断

484 ●【評価対象外】土地取得事業 財務課 － － － － － － 評価なし

485 ●【評価対象外】建物取得事業 財務課 － － － － － － 評価なし

486 ●【評価対象外】一般会計予備費 財務課 － － － － － － 評価なし

487 ●【評価対象外】行旅人処置事業 福祉課 － － － － － － 評価なし

488 ●【評価対象外】生活扶助事業 福祉課 － － － － － － 評価なし

489 ●【評価対象外】介護保険特別会計繰出金 長寿介護課 － － － － － － 評価なし

490 ●【評価対象外】(介保)介護サービス等給付事業 長寿介護課 － － － － － － 評価なし

491 ●【評価対象外】(介保)審査支払手数料事務 長寿介護課 － － － － － － 評価なし

492 ●【評価対象外】(介保)高額介護サービス費給付事業 長寿介護課 － － － － － － 評価なし

493
●【評価対象外】(介保)特定入所者介護サービス費給付事業

長寿介護課 － － － － － － 評価なし

494 ●【評価対象外】(介保)基金積立金 長寿介護課 － － － － － － 評価なし

495 ●【評価対象外】(介保)介護予防サービス等給付事業 長寿介護課 － － － － － － 評価なし

496
●【評価対象外】介護保険特別会計繰出金（サービス勘定）

長寿介護課 － － － － － － 評価なし

497
●【評価対象外】（介保）高額医療合算介護サービス等給付事業

長寿介護課 － － － － － － 評価なし

498 ●【評価対象外】(介サービス)事業予備費 長寿介護課 － － － － － － 評価なし

499 ●【評価対象外】重度心身障害者医療一般事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

500 ●【評価対象外】国民健康保険特別会計繰出金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

501 ●【評価対象外】老人保健医療事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

502 ●【評価対象外】ひとり親家庭医療一般事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

503 ●【評価対象外】乳幼児医療一般事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

504 ●【評価対象外】診療所特別会計繰出金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

505 ●【評価対象外】(国保)連合会負担金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

506 ●【評価対象外】(国保)一般被保険者療養給付事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

507 ●【評価対象外】(国保)退職被保険者等療養給付事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

508 ●【評価対象外】(国保)一般被保険者療養事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

509 ●【評価対象外】(国保)退職被保険者等療養事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

510 ●【評価対象外】(国保)審査手数料支給事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

511
●【評価対象外】(国保)一般被保険者高額療養費支給事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

512
●【評価対象外】(国保)退職被保険者等高額療養費支給事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

513 ●【評価対象外】(国保)一般被保険者移送事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

514 ●【評価対象外】(国保)退職被保険者等移送事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

515 ●【評価対象外】(国保)出産育児一時金支給事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

516 ●【評価対象外】(国保)葬祭費支給事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

517 ●【評価対象外】(国保)老人保健医療費拠出金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

518 ●【評価対象外】（国保）介護納付金事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

519 ●【評価対象外】（国保）共同事業医療費拠出金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

520 ●【評価対象外】(国保)その他共同事業事務拠出金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

521
●【評価対象外】（国保）はり・きゅう施術等助成事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

522 ●【評価対象外】（国保）一時借入金利子 保険年金課 － － － － － － 評価なし

523 ●【評価対象外】（国保）診療施設勘定繰出金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

524 ●【評価対象外】(国保)財政調整基金積立金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

525 ●【評価対象外】(国保)歯科診療所臨床検査事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

526
●【評価対象外】（国保）保険財政共同安定化事業拠出金

保険年金課 － － － － － － 評価なし

527 ●【評価対象外】（国保）国庫支出金等償還金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

528 ●【評価対象外】（国保）事業予備費 保険年金課 － － － － － － 評価なし

529 ●【評価対象外】(国保)歯科診療施設予備費 保険年金課 － － － － － － 評価なし

530 ●【評価対象外】後期高齢者医療事務 保険年金課 － － － － － － 評価なし

531
●【評価対象外】（国保）一般被保険者高額介護合算療養費支給事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

532
●【評価対象外】（国保）退職被保険者等高額介護合算療養費支給事業

保険年金課 － － － － － － 評価なし

533 ●【評価対象外】（国保）後期高齢者支援金支給事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

534
●【評価対象外】（国保）後期高齢者関係事務費拠出金

保険年金課 － － － － － － 評価なし

535 ●【評価対象外】（国保）前期高齢者納付金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

536
●【評価対象外】（国保）前期高齢者関係事務費拠出金

保険年金課 － － － － － － 評価なし

537 ●【評価対象外】（後期高齢）広域連合納付金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

538 ●【評価対象外】（後期高齢）還付加算金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

539 ●【評価対象外】（後期高齢）事業予備費 保険年金課 － － － － － － 評価なし

540 ●【評価対象外】（国保）病床転換支援金支給事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

541
●【評価対象外】（国保）病床転換助成関係事務費拠出金

保険年金課 － － － － － － 評価なし

542 ●【評価対象外】（後期高齢）保険料還付金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

543 ●【評価対象外】診療所事務事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

544 ●【評価対象外】未熟児養育医療給付事業 保険年金課 － － － － － － 評価なし

545 ●【評価対象外】前年度繰上充用金 保険年金課 － － － － － － 評価なし

546 ●【評価対象外】保健衛生総務一般事務 健康増進課 － － － － － － 評価なし

547 ●【評価対象外】税務一般事務 市民税務課 － － － － － － 評価なし

548 ●【評価対象外】市税還付金 市民税務課 － － － － － － 評価なし

549 ●【評価対象外】（国保）一般被保険者保険税還付金 市民税務課 － － － － － － 評価なし

550
●【評価対象外】（国保）退職被保険者等保険税還付金

市民税務課 － － － － － － 評価なし

551 ●【評価対象外】（国保）一般被保険者等還付加算金 市民税務課 － － － － － － 評価なし

552 ●【評価対象外】（国保）退職被保険者等還付加算金 市民税務課 － － － － － － 評価なし

553 ●【評価対象外】農業総務一般事務 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし

554 ●【評価対象外】農業振興一般事務 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし
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484 ●【評価対象外】土地取得事業

485 ●【評価対象外】建物取得事業

486 ●【評価対象外】一般会計予備費

487 ●【評価対象外】行旅人処置事業

488 ●【評価対象外】生活扶助事業

489 ●【評価対象外】介護保険特別会計繰出金

490 ●【評価対象外】(介保)介護サービス等給付事業

491 ●【評価対象外】(介保)審査支払手数料事務

492 ●【評価対象外】(介保)高額介護サービス費給付事業

493
●【評価対象外】(介保)特定入所者介護サービス費給付事業

494 ●【評価対象外】(介保)基金積立金

495 ●【評価対象外】(介保)介護予防サービス等給付事業

496
●【評価対象外】介護保険特別会計繰出金（サービス勘定）

497
●【評価対象外】（介保）高額医療合算介護サービス等給付事業

498 ●【評価対象外】(介サービス)事業予備費

499 ●【評価対象外】重度心身障害者医療一般事務

500 ●【評価対象外】国民健康保険特別会計繰出金

501 ●【評価対象外】老人保健医療事務

502 ●【評価対象外】ひとり親家庭医療一般事務

503 ●【評価対象外】乳幼児医療一般事務

504 ●【評価対象外】診療所特別会計繰出金

505 ●【評価対象外】(国保)連合会負担金

506 ●【評価対象外】(国保)一般被保険者療養給付事業

507 ●【評価対象外】(国保)退職被保険者等療養給付事業

508 ●【評価対象外】(国保)一般被保険者療養事業

509 ●【評価対象外】(国保)退職被保険者等療養事業

510 ●【評価対象外】(国保)審査手数料支給事務

511
●【評価対象外】(国保)一般被保険者高額療養費支給事業

512
●【評価対象外】(国保)退職被保険者等高額療養費支給事業

513 ●【評価対象外】(国保)一般被保険者移送事業

514 ●【評価対象外】(国保)退職被保険者等移送事業

515 ●【評価対象外】(国保)出産育児一時金支給事業

516 ●【評価対象外】(国保)葬祭費支給事業

517 ●【評価対象外】(国保)老人保健医療費拠出金

518 ●【評価対象外】（国保）介護納付金事務

519 ●【評価対象外】（国保）共同事業医療費拠出金

520 ●【評価対象外】(国保)その他共同事業事務拠出金

521
●【評価対象外】（国保）はり・きゅう施術等助成事業

522 ●【評価対象外】（国保）一時借入金利子

523 ●【評価対象外】（国保）診療施設勘定繰出金

524 ●【評価対象外】(国保)財政調整基金積立金

525 ●【評価対象外】(国保)歯科診療所臨床検査事業

526
●【評価対象外】（国保）保険財政共同安定化事業拠出金

527 ●【評価対象外】（国保）国庫支出金等償還金

528 ●【評価対象外】（国保）事業予備費

529 ●【評価対象外】(国保)歯科診療施設予備費

530 ●【評価対象外】後期高齢者医療事務

531
●【評価対象外】（国保）一般被保険者高額介護合算療養費支給事業

532
●【評価対象外】（国保）退職被保険者等高額介護合算療養費支給事業

533 ●【評価対象外】（国保）後期高齢者支援金支給事業

534
●【評価対象外】（国保）後期高齢者関係事務費拠出金

535 ●【評価対象外】（国保）前期高齢者納付金

536
●【評価対象外】（国保）前期高齢者関係事務費拠出金

537 ●【評価対象外】（後期高齢）広域連合納付金

538 ●【評価対象外】（後期高齢）還付加算金

539 ●【評価対象外】（後期高齢）事業予備費

540 ●【評価対象外】（国保）病床転換支援金支給事業

541
●【評価対象外】（国保）病床転換助成関係事務費拠出金

542 ●【評価対象外】（後期高齢）保険料還付金

543 ●【評価対象外】診療所事務事業

544 ●【評価対象外】未熟児養育医療給付事業

545 ●【評価対象外】前年度繰上充用金

546 ●【評価対象外】保健衛生総務一般事務

547 ●【評価対象外】税務一般事務

548 ●【評価対象外】市税還付金

549 ●【評価対象外】（国保）一般被保険者保険税還付金

550
●【評価対象外】（国保）退職被保険者等保険税還付金

551 ●【評価対象外】（国保）一般被保険者等還付加算金

552 ●【評価対象外】（国保）退職被保険者等還付加算金

553 ●【評価対象外】農業総務一般事務

554 ●【評価対象外】農業振興一般事務

行政評価実施事業一覧表

二次評価のコメント（参考）最終判断コメント
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555 ●【評価対象外】畜産業振興支出負担事務 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし

556 ●【評価対象外】農業近代化資金利子補給事業 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし

557 ●【評価対象外】農業関係団体負担金等交付事業 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし

558 ●【評価対象外】鳥獣駆除対策一般事務 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし

559 ●【評価対象外】農業振興地域整備計画事業 ブランド推進課 － － － － － － 評価なし

560 ●【評価対象外】商工総務一般事務 経済雇用戦略課 － － － － － － 評価なし

561 ●【評価対象外】観光一般事務 経済雇用戦略課 － － － － － － 評価なし

562 ●【評価対象外】まちづくり推進一般事務 経済雇用戦略課 － － － － － － 評価なし

563 ●【評価対象外】農地費一般事務 農林水産課 － － － － － － 評価なし

564 ●【評価対象外】道後平野農業水利県営事業負担金 農林水産課 － － － － － － 評価なし

565 ●【評価対象外】林業総務一般事務 農林水産課 － － － － － － 評価なし

566 ●【評価対象外】林業振興一般事務 農林水産課 － － － － － － 評価なし

567 ●【評価対象外】林道一般事務 農林水産課 － － － － － － 評価なし

568 ●【評価対象外】水産業総務一般事務 農林水産課 － － － － － － 評価なし

569 ●【評価対象外】県営地すべり対策事業負担金 農林水産課 － － － － － － 評価なし

570 ●【評価対象外】土地改良振興事業 農林水産課 － － － － － － 評価なし

571 ●【評価対象外】都市総合文化施設運営事業 都市住宅課 － － － － － － 評価なし

572
●【評価対象外】（都市文化）都市総合文化施設整備基金積立金

都市住宅課 － － － － － － 評価なし

573 ●【評価対象外】(上屋)事業予備費 土木管理課 － － － － － － 評価なし

574 ●【評価対象外】県営事業負担金事務（港湾改修等） 土木管理課 － － － － － － 評価なし

575 ●【評価対象外】県営事業負担金事務（道路改良等） 土木管理課 － － － － － － 評価なし

576 ●【評価対象外】環境衛生一般事務 環境保全課 － － － － － － 評価なし

577 ●【評価対象外】火葬場事業 環境保全課 － － － － － － 評価なし

578 ●【評価対象外】清掃総務一般事務 環境保全課 － － － － － － 評価なし

579 ●【評価対象外】ごみ処理施設組合事業 環境保全課 － － － － － － 評価なし

580 ●【評価対象外】し尿処理施設組合事業 環境保全課 － － － － － － 評価なし

581 ●【評価対象外】大平農業集落排水事業 下水道課 － － － － － － 評価なし

582 ●【評価対象外】中山農業集落排水事業 下水道課 － － － － － － 評価なし

583 ●【評価対象外】公共下水道事業 下水道課 － － － － － － 評価なし

584 ●【評価対象外】特定環境保全公共下水道事業 下水道課 － － － － － － 評価なし

585 ●【評価対象外】(浄化)起債償還元金 下水道課 － － － － － － 評価なし

586 ●【評価対象外】(浄化)起債償還利子 下水道課 － － － － － － 評価なし

587 ●【評価対象外】（集排）大平地区起債償還元金 下水道課 － － － － － － 評価なし

588 ●【評価対象外】（集排）中山地区起債償還元金 下水道課 － － － － － － 評価なし

589 ●【評価対象外】（集排）大平地区起債償還利子 下水道課 － － － － － － 評価なし

590 ●【評価対象外】（集排）中山地区起債償還利子 下水道課 － － － － － － 評価なし

591 ●【評価対象外】（公下）一般管理事業 下水道課 － － － － － － 評価なし

592 ●【評価対象外】(公下)起債償還元金 下水道課 － － － － － － 評価なし

593 ●【評価対象外】(公下)起債償還利子 下水道課 － － － － － － 評価なし

594 ●【評価対象外】(特定公下)起債償還元金 下水道課 － － － － － － 評価なし

595 ●【評価対象外】(特定公下)起債償還利子 下水道課 － － － － － － 評価なし

596 ●【評価対象外】唐川農業集落排水事業 下水道課 － － － － － － 評価なし

597 ●【評価対象外】(浄化)事業予備費 下水道課 － － － － － － 評価なし

598 ●【評価対象外】（集排）唐川地区起債償還利子 下水道課 － － － － － － 評価なし

599 ●【評価対象外】（集排）事業予備費 下水道課 － － － － － － 評価なし

600 ●【評価対象外】(公下)事業予備費 下水道課 － － － － － － 評価なし

601 ●【評価対象外】(特定公下)事業予備費 下水道課 － － － － － － 評価なし

602 ●【評価対象外】（集排）唐川地区起債償還元金 下水道課 － － － － － － 評価なし

603 ●【評価対象外】(簡水)起債償還元金 水道課 － － － － － － 評価なし

604 ●【評価対象外】（簡水）起債償還利子 水道課 － － － － － － 評価なし

605 ●【評価対象外】(飲供)起債償還元金 水道課 － － － － － － 評価なし

606 ●【評価対象外】(飲供)起債償還利子 水道課 － － － － － － 評価なし

607 ●【評価対象外】(水道)企業債支払利息 水道課 － － － － － － 評価なし

608 ●【評価対象外】(水道)企業債元金償還金 水道課 － － － － － － 評価なし

609 ●【評価対象外】（簡水）事業予備費 水道課 － － － － － － 評価なし

610 ●【評価対象外】(飲供)事業予備費 水道課 － － － － － － 評価なし

611 ●【評価対象外】(水道)事業予備費 水道課 － － － － － － 評価なし

612 ●【評価対象外】教育委員会事務局一般事務 学校教育課 － － － － － － 評価なし

613 ●【評価対象外】小学校教育振興一般事務 学校教育課 － － － － － － 評価なし

614 ●【評価対象外】中学校教育振興一般事務 学校教育課 － － － － － － 評価なし

615 ●【評価対象外】社会教育総務一般事務 社会教育課 － － － － － － 評価なし
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555 ●【評価対象外】畜産業振興支出負担事務

556 ●【評価対象外】農業近代化資金利子補給事業

557 ●【評価対象外】農業関係団体負担金等交付事業

558 ●【評価対象外】鳥獣駆除対策一般事務

559 ●【評価対象外】農業振興地域整備計画事業

560 ●【評価対象外】商工総務一般事務

561 ●【評価対象外】観光一般事務

562 ●【評価対象外】まちづくり推進一般事務

563 ●【評価対象外】農地費一般事務

564 ●【評価対象外】道後平野農業水利県営事業負担金

565 ●【評価対象外】林業総務一般事務

566 ●【評価対象外】林業振興一般事務

567 ●【評価対象外】林道一般事務

568 ●【評価対象外】水産業総務一般事務

569 ●【評価対象外】県営地すべり対策事業負担金

570 ●【評価対象外】土地改良振興事業

571 ●【評価対象外】都市総合文化施設運営事業

572
●【評価対象外】（都市文化）都市総合文化施設整備基金積立金

573 ●【評価対象外】(上屋)事業予備費

574 ●【評価対象外】県営事業負担金事務（港湾改修等）

575 ●【評価対象外】県営事業負担金事務（道路改良等）

576 ●【評価対象外】環境衛生一般事務

577 ●【評価対象外】火葬場事業

578 ●【評価対象外】清掃総務一般事務

579 ●【評価対象外】ごみ処理施設組合事業

580 ●【評価対象外】し尿処理施設組合事業

581 ●【評価対象外】大平農業集落排水事業

582 ●【評価対象外】中山農業集落排水事業

583 ●【評価対象外】公共下水道事業

584 ●【評価対象外】特定環境保全公共下水道事業

585 ●【評価対象外】(浄化)起債償還元金

586 ●【評価対象外】(浄化)起債償還利子

587 ●【評価対象外】（集排）大平地区起債償還元金

588 ●【評価対象外】（集排）中山地区起債償還元金

589 ●【評価対象外】（集排）大平地区起債償還利子

590 ●【評価対象外】（集排）中山地区起債償還利子

591 ●【評価対象外】（公下）一般管理事業

592 ●【評価対象外】(公下)起債償還元金

593 ●【評価対象外】(公下)起債償還利子

594 ●【評価対象外】(特定公下)起債償還元金

595 ●【評価対象外】(特定公下)起債償還利子

596 ●【評価対象外】唐川農業集落排水事業

597 ●【評価対象外】(浄化)事業予備費

598 ●【評価対象外】（集排）唐川地区起債償還利子

599 ●【評価対象外】（集排）事業予備費

600 ●【評価対象外】(公下)事業予備費

601 ●【評価対象外】(特定公下)事業予備費

602 ●【評価対象外】（集排）唐川地区起債償還元金

603 ●【評価対象外】(簡水)起債償還元金

604 ●【評価対象外】（簡水）起債償還利子

605 ●【評価対象外】(飲供)起債償還元金

606 ●【評価対象外】(飲供)起債償還利子

607 ●【評価対象外】(水道)企業債支払利息

608 ●【評価対象外】(水道)企業債元金償還金

609 ●【評価対象外】（簡水）事業予備費

610 ●【評価対象外】(飲供)事業予備費

611 ●【評価対象外】(水道)事業予備費

612 ●【評価対象外】教育委員会事務局一般事務

613 ●【評価対象外】小学校教育振興一般事務

614 ●【評価対象外】中学校教育振興一般事務

615 ●【評価対象外】社会教育総務一般事務

行政評価実施事業一覧表

二次評価のコメント（参考）最終判断コメント
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